
特定商取引に関する法律施行令 
昭和51年11月24日 政令 第295号

特定商取引に関する法律施行令の一部を改正する政令 
平成20年11月 6日 政令 第343号

改正前 改正後
- 本則-
施行日：平成20年12月 1日
（特定顧客の誘引方法）
第一条 特定商取引に関する法律（以下「法」とい
う。）第二条第一項第二号の政令で定める方法
は、次のいずれかに該当する方法とする。
一 電話、郵便、民間事業者による信書の送達に
関する法律（平成十四年法律第九十九号）第
二条第六項に規定する一般信書便事業者若し
くは同条第九項に規定する特定信書便事業者
による同条第二項に規定する信書便（以下
「信書便」という。）、電報、ファクシミリ
装置を用いて送信する方法若しくは法 第十一
条第二項に規定する電磁的方法（以下「電磁
的方法」という。）により、若しくはビラ若
しくはパンフレットを配布し若しくは拡声器
で住居の外から呼び掛けることにより、又は
住居を訪問して、当該売買契約又は役務提供
契約の締結について勧誘をするためのもので
あることを告げずに営業所その他特定の場所
への来訪を要請すること。
二 電話、郵便、信書便、電報、ファクシミリ装
置を用いて送信する方法若しくは電磁的方法
により、又は住居を訪問して、他の者に比し
て著しく有利な条件で当該売買契約又は役務
提供契約を締結することができる旨を告げ、
営業所その他特定の場所への来訪を要請する
こと（当該要請の日前に当該販売又は役務の
提供の事業に関して取引のあつた者に対して
要請する場合を除く。）。

（特定顧客の誘引方法）
第一条 特定商取引に関する法律（以下「法」とい
う。）第二条第一項第二号の政令で定める方法
は、次のいずれかに該当する方法とする。
一 電話、郵便、民間事業者による信書の送達に
関する法律（平成十四年法律第九十九号）第
二条第六項に規定する一般信書便事業者若し
くは同条第九項に規定する特定信書便事業者
による同条第二項に規定する信書便（以下
「信書便」という。）、電報、ファクシミリ
装置を用いて送信する方法若しくは法 第十二
条の三第一項に規定する電磁的方法（以下
「電磁的方法」という。）により、若しくは
ビラ若しくはパンフレットを配布し若しくは
拡声器で住居の外から呼び掛けることによ
り、又は住居を訪問して、当該売買契約又は
役務提供契約の締結について勧誘をするため
のものであることを告げずに営業所その他特
定の場所への来訪を要請すること。
二 電話、郵便、信書便、電報、ファクシミリ装
置を用いて送信する方法若しくは電磁的方法
により、又は住居を訪問して、他の者に比し
て著しく有利な条件で当該売買契約又は役務
提供契約を締結することができる旨を告げ、
営業所その他特定の場所への来訪を要請する
こと（当該要請の日前に当該販売又は役務の
提供の事業に関して取引のあつた者に対して
要請する場合を除く。）。

- 本則-
施行日：平成20年12月 1日
（報告の徴収）
第十七条 法第六十六条第一項の規定により主務大
臣が販売業者、役務提供事業者、統括者、勧誘
者、一般連鎖販売業者又は業務提供誘引販売業
を行う者 から報告をさせることができる事項
は、次の表の上欄に掲げる区分に応じ、それぞ
れ同表の下欄に掲げる事項とする。
販
売
業
者

一 当該販売業者が訪問販売若しくは電話
勧誘販売に係る売買契約又は特定権利販
売契約の締結について行う勧誘に関する
事項 
二 当該販売業者が受ける訪問販売、通信
販売若しくは電話勧誘販売に係る売買契

（販売業者等に対する報告の徴収等）
第十七条 法第六十六条第一項の規定により主務大
臣が販売業者、役務提供事業者、統括者、勧誘
者、一般連鎖販売業者又は業務提供誘引販売業
を行う者 に対し報告又は帳簿、書類その他の物
件の提出を命ずることができる事項は、次の表
の上欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の下
欄に掲げる事項とする。
販
売
業
者

一 当該販売業者が訪問販売若しくは電話
勧誘販売に係る売買契約又は特定権利販
売契約の締結について行う勧誘に関する
事項 
二 当該販売業者が受ける訪問販売、通信
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約の申込み又は当該販売業者が行うこれ
らの売買契約若しくは特定権利販売契約
若しくは関連商品販売契約の締結に関す
る事項 
三 当該販売業者が締結する訪問販売、通
信販売若しくは電話勧誘販売に係る売買
契約又は特定権利販売契約若しくは関連
商品販売契約の内容及びその履行に関す
る事項 
四 当該販売業者が受けた訪問販売若しく
は電話勧誘販売に係る売買契約の申込み
の撤回又は当該販売業者が締結した訪問
販売若しくは電話勧誘販売に係る売買契
約若しくは特定権利販売契約若しくは関
連商品販売契約の解除に関する事項 
五 当該販売業者が行う通信販売又は特定
継続的役務の提供を受ける権利の販売に
ついての広告に関する事項 
六 当該販売業者が特定継続的役務提供に
係る前払取引を行う場合に行うその業務
及び財産の状況を記載した書類の備付
け、閲覧及び謄本又は抄本の交付に関す
る事項

役
務
提
供
事
業
者

一 当該役務提供事業者が訪問販売若しく
は電話勧誘販売に係る役務提供契約又は
特定継続的役務提供契約の締結について
行う勧誘に関する事項 
二 当該役務提供事業者が受ける訪問販
売、通信販売若しくは電話勧誘販売に係
る役務提供契約の申込み又は当該役務提
供事業者が行うこれらの役務提供契約若
しくは特定継続的役務提供契約若しくは
関連商品販売契約の締結に関する事項 
三 当該役務提供事業者が締結する訪問販
売、通信販売若しくは電話勧誘販売に係
る役務提供契約又は特定継続的役務提供
契約若しくは関連商品販売契約の内容及
びその履行に関する事項 
四 当該役務提供事業者が受けた訪問販売
若しくは電話勧誘販売に係る役務提供契
約の申込みの撤回又は当該役務提供事業
者が締結した訪問販売若しくは電話勧誘
販売に係る役務提供契約若しくは特定継
続的役務提供契約若しくは関連商品販売
契約の解除に関する事項 
五 当該役務提供事業者が行う通信販売又
は特定継続的役務の提供についての広告
に関する事項 
六 当該役務提供事業者が特定継続的役務
提供に係る前払取引を行う場合に行うそ
の業務及び財産の状況を記載した書類の
備付け、閲覧及び謄本又は抄本の交付に
関する事項

統
括
者

一 当該統括者がその統括する一連の連鎖
販売業に係る連鎖販売取引について行う
勧誘に関する事項 

販売若しくは電話勧誘販売に係る売買契
約の申込み又は当該販売業者が行うこれ
らの売買契約若しくは特定権利販売契約
若しくは関連商品販売契約の締結に関す
る事項 
三 当該販売業者が締結する訪問販売、通
信販売若しくは電話勧誘販売に係る売買
契約又は特定権利販売契約若しくは関連
商品販売契約の内容及びその履行に関す
る事項 
四 当該販売業者が受けた訪問販売若しく
は電話勧誘販売に係る売買契約の申込み
の撤回又は当該販売業者が締結した訪問
販売若しくは電話勧誘販売に係る売買契
約若しくは特定権利販売契約若しくは関
連商品販売契約の解除に関する事項 
五 当該販売業者が行う通信販売又は特定
継続的役務の提供を受ける権利の販売に
ついての広告に関する事項 
六 当該販売業者が特定継続的役務提供に
係る前払取引を行う場合に行うその業務
及び財産の状況を記載した書類の備付
け、閲覧及び謄本又は抄本の交付に関す
る事項

役
務
提
供
事
業
者

一 当該役務提供事業者が訪問販売若しく
は電話勧誘販売に係る役務提供契約又は
特定継続的役務提供契約の締結について
行う勧誘に関する事項 
二 当該役務提供事業者が受ける訪問販
売、通信販売若しくは電話勧誘販売に係
る役務提供契約の申込み又は当該役務提
供事業者が行うこれらの役務提供契約若
しくは特定継続的役務提供契約若しくは
関連商品販売契約の締結に関する事項 
三 当該役務提供事業者が締結する訪問販
売、通信販売若しくは電話勧誘販売に係
る役務提供契約又は特定継続的役務提供
契約若しくは関連商品販売契約の内容及
びその履行に関する事項 
四 当該役務提供事業者が受けた訪問販売
若しくは電話勧誘販売に係る役務提供契
約の申込みの撤回又は当該役務提供事業
者が締結した訪問販売若しくは電話勧誘
販売に係る役務提供契約若しくは特定継
続的役務提供契約若しくは関連商品販売
契約の解除に関する事項 
五 当該役務提供事業者が行う通信販売又
は特定継続的役務の提供についての広告
に関する事項 
六 当該役務提供事業者が特定継続的役務
提供に係る前払取引を行う場合に行うそ
の業務及び財産の状況を記載した書類の
備付け、閲覧及び謄本又は抄本の交付に
関する事項

統
括

一 当該統括者がその統括する一連の連鎖
販売業に係る連鎖販売取引について行う
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二 当該統括者がその統括する一連の連鎖
販売業に係る連鎖販売取引について勧誘
者に行わせる勧誘に関する事項 
三 当該統括者がその連鎖販売業に係る連
鎖販売取引について行う契約の締結に関
する事項 
四 当該統括者がその連鎖販売業に係る連
鎖販売取引について締結する契約の内容
及びその履行に関する事項 
五 当該統括者がその統括する一連の連鎖
販売業に係る連鎖販売取引について行う
契約の解除に関する事項 
六 当該統括者がその統括する一連の連鎖
販売業に係る連鎖販売取引について行う
広告に関する事項 
七 連鎖販売業に係る商品又は役務の種
類、特定利益の内容その他の当該統括者
が統括する一連の連鎖販売業に関する事
項

勧
誘
者

一 当該勧誘者がその統括者の統括する一
連の連鎖販売業に係る連鎖販売取引につ
いて行う勧誘に関する事項 
二 当該勧誘者がその連鎖販売業に係る連
鎖販売取引について行う契約の締結に関
する事項 
三 当該勧誘者がその連鎖販売業に係る連
鎖販売取引について締結する契約の内容
及びその履行に関する事項 
四 当該勧誘者がその統括者の統括する一
連の連鎖販売業に係る連鎖販売取引につ
いて行う契約の解除に関する事項 
五 当該勧誘者がその統括者の統括する一
連の連鎖販売業に係る連鎖販売取引につ
いて行う広告に関する事項 
六 当該勧誘者が勧誘するその統括者の統
括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販売
取引についての統括者との契約関係に関
する事項

一
般
連
鎖
販
売
業
者

一 当該一般連鎖販売業者がその統括者の
統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販
売取引について行う勧誘に関する事項 
二 当該一般連鎖販売業者がその連鎖販売
業に係る連鎖販売取引について行う契約
の締結に関する事項 
三 当該一般連鎖販売業者がその連鎖販売
業に係る連鎖販売取引について締結する
契約の内容及びその履行に関する事項 
四 当該一般連鎖販売業者がその統括者の
統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販
売取引について行う契約の解除に関する
事項 
五 当該一般連鎖販売業者がその統括者の
統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販
売取引について行う広告に関する事項

業 一 当該業務提供誘引販売業を行う者がそ

者 勧誘に関する事項 
二 当該統括者がその統括する一連の連鎖
販売業に係る連鎖販売取引について勧誘
者に行わせる勧誘に関する事項 
三 当該統括者がその連鎖販売業に係る連
鎖販売取引について行う契約の締結に関
する事項 
四 当該統括者がその連鎖販売業に係る連
鎖販売取引について締結する契約の内容
及びその履行に関する事項 
五 当該統括者がその統括する一連の連鎖
販売業に係る連鎖販売取引について行う
契約の解除に関する事項 
六 当該統括者がその統括する一連の連鎖
販売業に係る連鎖販売取引について行う
広告に関する事項 
七 連鎖販売業に係る商品又は役務の種
類、特定利益の内容その他の当該統括者
が統括する一連の連鎖販売業に関する事
項

勧
誘
者

一 当該勧誘者がその統括者の統括する一
連の連鎖販売業に係る連鎖販売取引につ
いて行う勧誘に関する事項 
二 当該勧誘者がその連鎖販売業に係る連
鎖販売取引について行う契約の締結に関
する事項 
三 当該勧誘者がその連鎖販売業に係る連
鎖販売取引について締結する契約の内容
及びその履行に関する事項 
四 当該勧誘者がその統括者の統括する一
連の連鎖販売業に係る連鎖販売取引につ
いて行う契約の解除に関する事項 
五 当該勧誘者がその統括者の統括する一
連の連鎖販売業に係る連鎖販売取引につ
いて行う広告に関する事項 
六 当該勧誘者が勧誘するその統括者の統
括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販売
取引についての統括者との契約関係に関
する事項

一
般
連
鎖
販
売
業
者

一 当該一般連鎖販売業者がその統括者の
統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販
売取引について行う勧誘に関する事項 
二 当該一般連鎖販売業者がその連鎖販売
業に係る連鎖販売取引について行う契約
の締結に関する事項 
三 当該一般連鎖販売業者がその連鎖販売
業に係る連鎖販売取引について締結する
契約の内容及びその履行に関する事項 
四 当該一般連鎖販売業者がその統括者の
統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販
売取引について行う契約の解除に関する
事項 
五 当該一般連鎖販売業者がその統括者の
統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販
売取引について行う広告に関する事項
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務
提
供
誘
引
販
売
業
を
行
う
者

の業務提供誘引販売業に係る業務提供誘
引販売取引について行う勧誘に関する事
項 
二 当該業務提供誘引販売業を行う者がそ
の業務提供誘引販売業に係る業務提供誘
引販売取引について行う契約の締結に関
する事項 
三 当該業務提供誘引販売業を行う者がそ
の業務提供誘引販売業に係る業務提供誘
引販売取引について締結する契約の内容
及びその履行に関する事項 
四 当該業務提供誘引販売業を行う者がそ
の業務提供誘引販売業に係る業務提供誘
引販売取引について行う契約の解除に関
する事項 
五 当該業務提供誘引販売業を行う者がそ
の業務提供誘引販売業に係る業務提供誘
引販売取引について行う広告に関する事
項

◆追加◆

業
務
提
供
誘
引
販
売
業
を
行
う
者

一 当該業務提供誘引販売業を行う者がそ
の業務提供誘引販売業に係る業務提供誘
引販売取引について行う勧誘に関する事
項 
二 当該業務提供誘引販売業を行う者がそ
の業務提供誘引販売業に係る業務提供誘
引販売取引について行う契約の締結に関
する事項 
三 当該業務提供誘引販売業を行う者がそ
の業務提供誘引販売業に係る業務提供誘
引販売取引について締結する契約の内容
及びその履行に関する事項 
四 当該業務提供誘引販売業を行う者がそ
の業務提供誘引販売業に係る業務提供誘
引販売取引について行う契約の解除に関
する事項 
五 当該業務提供誘引販売業を行う者がそ
の業務提供誘引販売業に係る業務提供誘
引販売取引について行う広告に関する事
項

２ 法第六十六条第六項において読み替えて準用す
る同条第一項の規定により経済産業大臣が通信
販売電子メール広告受託事業者、連鎖販売取引
電子メール広告受託事業者又は業務提供誘引販
売取引電子メール広告受託事業者に対し報告又
は帳簿、書類その他の物件の提出を命ずること
ができる事項は、当該通信販売電子メール広告
受託事業者、連鎖販売取引電子メール広告受託
事業者又は業務提供誘引販売取引電子メール広
告受託事業者がそれぞれ販売業者若しくは役務
提供事業者、統括者、勧誘者若しくは一般連鎖
販売業者又は業務提供誘引販売業を行う者から
委託を受けて行う電子メール広告に関する事項
とする。

- 本則-
施行日：平成20年12月 1日
（密接関係者）
第十七条の二 法第六十六条第二項の政令で定める
者は、次のいずれかに該当する者とする。
一 法第四十八条第二項に規定する関連商品の販
売を行う者
二 業務提供誘引販売取引に係る業務の提供を行
う者
三 法第六十六条第一項に規定する販売業者等が
行う特定商取引に関する事項であつて、顧客
（電話勧誘顧客を含む。）若しくは購入者若
しくは役務の提供を受ける者、連鎖販売取引
の相手方又は業務提供誘引販売取引の相手方
の判断に影響を及ぼすこととなる重要なもの
を告げ、又は表示する者

（密接関係者に対する報告の徴収等）
第十七条の二 法第六十六条第二項の政令で定める
者は、次の表の上欄に掲げる者とし、同項の規
定により主務大臣が密接関係者に対し報告又は
資料の提出を命ずることができる事項は、同表
の上欄に掲げる者ごとに、それぞれ同表の下欄
に掲げる事項とする。
法第四十八条第二項
に規定する関連商品
の販売を行う者

一 その者が締結する当
該関連商品の販売契約
の内容及びその履行に
関する事項 
二 その者が締結した当
該関連商品の販売契約
の解除に関する事項

業務提供誘引販売取
引に係る業務の提供
を行う者

その者が締結する当該
業務提供誘引販売取引
に係る業務を提供する
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契約の内容及びその履
行に関する事項

法第六十六条第一項
に規定する販売業者
等が行う特定商取引
に関する事項であつ
て、顧客（電話勧誘
顧客を含む。）若し
くは購入者若しくは
役務の提供を受ける
者、連鎖販売取引の
相手方又は業務提供
誘引販売取引の相手
方の判断に影響を及
ぼすこととなる重要
なものを告げ、又は
表示する者

その者が行う法第六十
六条第一項に規定する
販売業者等が行う特定
商取引に関する事項で
あつて顧客（電話勧誘
顧客を含む。）若しく
は購入者若しくは役務
の提供を受ける者、連
鎖販売取引の相手方又
は業務提供誘引販売取
引の相手方の判断に影
響を及ぼすこととなる
重要なものの告知又は
表示に関する事項

- 本則-
施行日：平成20年12月 1日
（都道府県が処理する事務）
第十八条 法第七条、第八条、第三十八条、第三十
九条、第四十六条、第四十七条、第五十六条及
び第五十七条に規定する主務大臣の権限に属す
る事務並びにその事務に係る法第六条の二、第
三十四条の二、第三十六条の二、第四十三条の
二、第四十四条の二、第五十二条の二、第五十
四条の二及び 第六十六条第一項から第三項ま
でに規定する主務大臣の権限に属する事務で、
当該都道府県の区域内における販売業者、役務
提供事業者、統括者、勧誘者、一般連鎖販売業
者又は業務提供誘引販売業を行う者の業務に係
るものは、都道府県知事が行うこととする。た
だし、二以上の都道府県の区域にわたり訪問販
売に係る取引、連鎖販売取引、特定継続的役務
提供に係る取引若しくは業務提供誘引販売取引
の公正及び購入者等の利益が害されるおそれが
あり、主務大臣がその事態に適正かつ効率的に
対処するため特に必要があると認めるとき、又
は都道府県知事から要請があつたときは、主務
大臣が自らその事務を行うことを妨げない。
２ 法第十四条及び第十五条に規定する主務大臣の
権限に属する事務並びにその事務に係る法第十
二条の二及び 第六十六条第一項から第三項ま
でに規定する主務大臣の権限に属する事務は、
販売業者又は役務提供事業者の通信販売につい
ての広告がされた場所又は地域を含む都道府県
の区域を管轄する都道府県知事が行うこととす
る。ただし、二以上の都道府県の区域にわたり
通信販売に係る取引の公正及び購入者等の利益
が害されるおそれがあり、主務大臣がその事態
に適正かつ効率的に対処するため特に必要があ
ると認めるとき、又は都道府県知事から要請が
あつたときは、主務大臣が自らその事務を行う
ことを妨げない。

（都道府県が処理する事務）
第十八条 法第七条、第八条、第三十八条、第三十
九条、第四十六条、第四十七条、第五十六条及
び第五十七条に規定する主務大臣の権限に属す
る事務並びにその事務に係る法第六条の二、第
三十四条の二、第三十六条の二、第四十三条の
二、第四十四条の二、第五十二条の二、第五十
四条の二及び 第六十六条第一項から第四項ま
でに規定する主務大臣の権限に属する事務で、
当該都道府県の区域内における販売業者、役務
提供事業者、統括者、勧誘者、一般連鎖販売業
者又は業務提供誘引販売業を行う者の業務に係
るものは、都道府県知事が行うこととする。た
だし、二以上の都道府県の区域にわたり訪問販
売に係る取引、連鎖販売取引、特定継続的役務
提供に係る取引若しくは業務提供誘引販売取引
の公正及び購入者等の利益が害されるおそれが
あり、主務大臣がその事態に適正かつ効率的に
対処するため特に必要があると認めるとき、又
は都道府県知事から要請があつたときは、主務
大臣が自らその事務を行うことを妨げない。
２ 法第十四条及び第十五条に規定する主務大臣の
権限に属する事務並びにその事務に係る法第十
二条の二及び 第六十六条第一項から第四項ま
でに規定する主務大臣の権限に属する事務は、
販売業者又は役務提供事業者の通信販売につい
ての広告がされた場所又は地域を含む都道府県
の区域を管轄する都道府県知事が行うこととす
る。ただし、二以上の都道府県の区域にわたり
通信販売に係る取引の公正及び購入者等の利益
が害されるおそれがあり、主務大臣がその事態
に適正かつ効率的に対処するため特に必要があ
ると認めるとき、又は都道府県知事から要請が
あつたときは、主務大臣が自らその事務を行う
ことを妨げない。
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３ 法第二十二条及び第二十三条に規定する主務大
臣の権限に属する事務並びにその事務に係る法
第二十一条の二及び第六十六条第一項から第三
項までに規定する主務大臣の権限に属する事務
は、販売業者又は役務提供事業者の電話勧誘販
売に係る勧誘の相手方が当該勧誘を受けた場所
を含む都道府県の区域を管轄する都道府県知事
が行うこととする。ただし、二以上の都道府県
の区域にわたり電話勧誘販売に係る取引の公正
及び購入者等の利益が害されるおそれがあり、
主務大臣がその事態に適正かつ効率的に対処す
るため特に必要があると認めるとき、又は都道
府県知事から要請があつたときは、主務大臣が
自らその事務を行うことを妨げない。
４ 訪問販売に係る取引、連鎖販売取引、特定継続
的役務提供に係る取引及び業務提供誘引販売取
引に関する法第六十条に規定する主務大臣の権
限に属する事務で、当該都道府県の区域内にお
ける販売業者、役務提供事業者、統括者、勧誘
者、一般連鎖販売業者又は業務提供誘引販売業
を行う者の業務に係るものは、都道府県知事が
行うこととする。ただし、主務大臣が自らその
事務を行うことを妨げない。
５ 通信販売に係る取引に関する法第六十条に規定
する主務大臣の権限に属する事務は、販売業者
又は役務提供事業者の通信販売についての広告
がされた場所又は地域を含む都道府県の区域を
管轄する都道府県知事が行うこととする。ただ
し、主務大臣が自らその事務を行うことを妨げ
ない。
６ 電話勧誘販売に係る取引に関する法第六十条に
規定する主務大臣の権限に属する事務は、販売
業者又は役務提供事業者の電話勧誘販売に係る
勧誘の相手方が当該勧誘を受けた場所を含む都
道府県の区域を管轄する都道府県知事が行うこ
ととする。ただし、主務大臣が自らその事務を
行うことを妨げない。
７ 第一項から第三項までの規定により法第六条の
二、第七条、第八条、第十二条の二、第十四
条、第十五条、第二十一条の二、第二十二条、
第二十三条、第三十四条の二、第三十六条の
二、第三十八条、第三十九条、第四十三条の
二、第四十四条の二、第四十六条、第四十七
条、第五十二条の二、第五十四条の二、第五十
六条、第五十七条又は 第六十六条第一項から第
三項までに規定する主務大臣の権限に属する事
務を行つた都道府県知事は、速やかに、その結
果を主務大臣に報告しなければならない。
８ 第一項本文、第二項本文、第三項本文、第四項
本文、第五項本文及び第六項本文の場合におい
ては、法中第一項本文、第二項本文、第三項本
文、第四項本文、第五項本文及び第六項本文に
規定する事務に係る主務大臣に関する規定は、
都道府県知事に関する規定として都道府県知事
に適用があるものとする。

３ 法第二十二条及び第二十三条に規定する主務大
臣の権限に属する事務並びにその事務に係る法
第二十一条の二及び第六十六条第一項から第三
項までに規定する主務大臣の権限に属する事務
は、販売業者又は役務提供事業者の電話勧誘販
売に係る勧誘の相手方が当該勧誘を受けた場所
を含む都道府県の区域を管轄する都道府県知事
が行うこととする。ただし、二以上の都道府県
の区域にわたり電話勧誘販売に係る取引の公正
及び購入者等の利益が害されるおそれがあり、
主務大臣がその事態に適正かつ効率的に対処す
るため特に必要があると認めるとき、又は都道
府県知事から要請があつたときは、主務大臣が
自らその事務を行うことを妨げない。
４ 訪問販売に係る取引、連鎖販売取引、特定継続
的役務提供に係る取引及び業務提供誘引販売取
引に関する法第六十条に規定する主務大臣の権
限に属する事務で、当該都道府県の区域内にお
ける販売業者、役務提供事業者、統括者、勧誘
者、一般連鎖販売業者又は業務提供誘引販売業
を行う者の業務に係るものは、都道府県知事が
行うこととする。ただし、主務大臣が自らその
事務を行うことを妨げない。
５ 通信販売に係る取引に関する法第六十条に規定
する主務大臣の権限に属する事務は、販売業者
又は役務提供事業者の通信販売についての広告
がされた場所又は地域を含む都道府県の区域を
管轄する都道府県知事が行うこととする。ただ
し、主務大臣が自らその事務を行うことを妨げ
ない。
６ 電話勧誘販売に係る取引に関する法第六十条に
規定する主務大臣の権限に属する事務は、販売
業者又は役務提供事業者の電話勧誘販売に係る
勧誘の相手方が当該勧誘を受けた場所を含む都
道府県の区域を管轄する都道府県知事が行うこ
ととする。ただし、主務大臣が自らその事務を
行うことを妨げない。
７ 第一項から第三項までの規定により法第六条の
二、第七条、第八条、第十二条の二、第十四
条、第十五条、第二十一条の二、第二十二条、
第二十三条、第三十四条の二、第三十六条の
二、第三十八条、第三十九条、第四十三条の
二、第四十四条の二、第四十六条、第四十七
条、第五十二条の二、第五十四条の二、第五十
六条、第五十七条又は 第六十六条第一項から第
四項までに規定する主務大臣の権限に属する事
務を行つた都道府県知事は、速やかに、その結
果を主務大臣に報告しなければならない。
８ 第一項本文、第二項本文、第三項本文、第四項
本文、第五項本文及び第六項本文の場合におい
ては、法中第一項本文、第二項本文、第三項本
文、第四項本文、第五項本文及び第六項本文に
規定する事務に係る主務大臣に関する規定は、
都道府県知事に関する規定として都道府県知事
に適用があるものとする。

- 改正法･附則・題名- ～ 平成20年11月 6日 政令 第343号～
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施行日：平成20年12月 1日
◆追加◆ 附 則（平成二〇・一一・六政三四三）

- 改正法･附則- ～ 平成20年11月 6日 政令 第343号～
施行日：平成20年12月 1日
◆追加◆ この政令は、特定商取引に関する法律及び割賦販

売法の一部を改正する法律（平成二十年法律第
七十四号）附則第一条第二号に掲げる規定の施
行の日（平成二十年十二月一日）から施行す
る。
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